
・医師の偏在は、地域間、診療科間のそれぞれにおいて、長きにわたり課題として認識されながら解消
が図られていない。
・このような状況から、医療法及び医師法の一部を改正する法律に基づき、全国ベースで三次医療圏
（都道府県）ごと及び二次医療圏ごとの医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価した指標（医師偏在
指標）が算定され、当該指標の改善に向け、令和元年度に医療計画の中に新たに「医師確保計画」を
策定し、令和２年度から当該計画に基づく取組が行われている。
・医師確保計画は、３年ごとに見直しを行う。現計画は第８次（前期）となる。
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医師確保計画について

計画策定の趣旨

まずは医師偏在指標において全国で下位33.3％を脱するための観点で目標医師数を設定し、その目標
医師数の達成を目指しつつ、地域の実態に応じて、関係機関等と連携し、さらなる医師の確保に努める。

計画の位置付け

・医師偏在指標に基づき、二次医療圏ごとに医師少数区域・医師多数区域を設定し、医師確保の方針に
ついて定めたうえで、具体的な目標医師数及び目標医師数を達成するために必要な施策についても定
める。
・医師全体の医師確保計画並びに産科及び小児科に限定した医師確保計画についても定める。

計画の全体像

宮崎県地域医療対策協議会

令和８年８月24日

審議３
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現在の医師確保計画

１ 総論

•計画策定の趣旨
•計画の位置付け
•計画の全体像
•計画の期間

２ 現状と課題

•現状
•課題

３ 医師偏在指標

•医師偏在指標の算出
•現在時点の医師偏在指標

４ 医師少数区域・医師多数区域の設定

•医師少数区域・医師多数区域の設定
•医師少数スポット

５ 医師の確保に関する指針

•方針の考え方
•医師確保の方針

６ 目標医師数

•医師確保計画の評価結果
•目標医師数の考え方
•本県の目標医師数

７ 施策の方向

•短期的施策
•長期的施策

８ 産科における医師確保計画

•産科における医師偏在指標及び医師偏在対策の基本的な考え方
•産科における医師偏在指標
•相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域の設定
•産科における施策の方針
•産科における短期的施策
•産科における長期的施策

９ 小児科における医師確保計画

•小児科における医師偏在指標及び医師偏在対策の基本的な考え方
•小児科における医師偏在指標
•相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域の設定
•小児科における施策の方針
•小児科における短期的施策
•小児科における長期的施策

これまでの医師確保計画の内容を継承しつつ、
令和８年４月に公表された医師偏在指標や令
和８年６月に公表された「医師確保計画策定ガ
イドライン」の内容を踏まえ、令和９年度から開
始される医師確保計画を新たに策定する必要
がある。

新たな医師確保計画の策定方針
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これまでの取組

•キャリア形成プログラムの適用により医師少数区域等への医師派遣を実施。
•自治医科大学卒業医師について、安定的なへき地公立病院等への派遣を実施。医師の派遣調整

•宮崎大学や関係機関等と連携を図り、サブスペシャリティ領域を新たに認定するなどのプログラムの充実。キャリア形成プログラムの運用

•医療勤務環境改善支援センターを設置し、医療勤務環境改善の普及・啓発、アドバイザーを通じた勤務環
境改善に関する相談対応などを実施。

医師の働き方改革を踏まえた勤務環境
改善支援

医師確保計画

•キャリア形成プログラムの適用により医師少数区域等への医師派遣を実施。医師の派遣調整

•医療勤務環境改善支援センターを設置し、医療勤務環境改善の普及・啓発、アドバイザーを通じた勤務環
境改善に関する相談対応などを実施。勤務環境を改善するための施策

•医師修学資金や産科専門医を取得するための専門研修資金の貸与を実施。
•産科医療現場を支える医師及び助産師に対し分娩手当を支給している医療機関に対する補助の実施。産科医師の養成数を増やすための施策

産科における医師確保計画

•キャリア形成プログラムの適用により医師少数区域等への医師派遣を実施。医師の派遣調整

•医療勤務環境改善支援センターを設置し、医療勤務環境改善の普及・啓発、アドバイザーを通じた勤務環
境改善に関する相談対応などを実施。勤務環境を改善するための施策

•医師修学資金や小児科専門医を取得するための専門研修資金の貸与を実施。
•小児科の専攻医・専門医のさらなる資質向上・小児医療の充実を図るため、県内の小児医療機関と大学
病院の共同による症例研究会を実施。

小児科医師の養成数を増やすための施
策

小児科における医師確保計画
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本県の現状（実績）

医師偏在指標令和５年度

２５５．６全国

２２７．０宮崎県

３０８．１宮崎東諸県

１７１．４都城北諸県

１６０．５延岡西臼杵

１８０．１日南串間

１６４．７西諸

１５７．７西都児湯

１４９．８日向入郷

医師偏在指標

区域医師偏在指標令和８年度

２６６．８全国

医師少数県２４３．０宮崎県

医師多数３２７．１宮崎東諸県

医師少数１８１．４都城北諸県

医師少数１８８．８延岡西臼杵

２１１．９日南串間

医師少数１６３．９西諸

医師少数１５８．５西都児湯

医師少数１５２．０日向入郷

分娩取扱医師偏在指標

医師偏在
指標

令和５年度

１０．６全国

９．０宮崎県

１０．８県央

６．６県西

７．４県北

８．３県南

医師偏在
指標

令和８年度

１３．３９全国

１１．９９宮崎県

１６．２２県央

７．００県西

７．９９県北

２０．９９県南

小児科医師偏在指標

医師偏在
指標

令和５年度

１１５．１全国

９６．９宮崎県

１１１．４県央

７３．６県西

７８．９県北

１２８．２県南

医師偏在
指標

令和８年度

１２６．０全国

１１０．６宮崎県

１２８．３県央

８２．２県西

８１．１県北

１５２．４県南
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本県の現状（実績）

医師数（目標）令和５年度

2,727(2,744)宮崎県

1,536(1,536)宮崎東諸県

383(383)都城北諸県

257(257)延岡西臼杵

158(158)日南串間

126(126)西諸

121(124)西都児湯

146(160)日向入郷

医師数

目標値に対しての評価医師数令和８年度

達成２，７７７宮崎県

達成１，５８２宮崎東諸県

概ね達成３８２都城北諸県

達成２７０延岡西臼杵

達成１５８日南串間

概ね達成１２４西諸

達成１２６西都児湯

未達１３５日向入郷

分娩取扱医師数（参考）

医師数
（基準医師数）

令和５年度

86(76.7)宮崎県

52(31.5)県央

14(14.3)県西

15(11.9)県北

5(3.7)県南

医師数令和８年度

８０．２宮崎県

５０．６県央

１３．６県西

１２．２県北

３．８県南

小児科医師数（参考）

医師数
（基準医師数）

令和５年度

139(139.9)宮崎県

84(62.8)県央

25(29.0)県西

20(20.6)県北

10(5.8)県南

医師数令和８年度

１４４．４宮崎県

９０．７県央

２６．０県西

１７．３県北

１０．３県南
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新たに医師確保計画への記載を検討する内容

・重点医師偏在対策支援区域の考え方
・支援対象医療機関の考え方
・区域における必要な医師数
・区域における医師偏在対策を推進するための施策

医師偏在是正プランの策定

今後も一定の定住人口が見込まれるものの、
必要な医師が確保できず、人口減少よりも医
療機関の減少のスピードの方が早い地域等
で、優先的かつ重点的に対策を進める区域。

○厚労省が提示する候補区域
医師少数県の医師少数区域 等

重点医師偏在対策支援区域

重点医師偏在対策支援区域内に存在する全
ての医療機関を一律に対象とするのではなく、
重点医師偏在対策支援区域内に存在する医
療機関のうち特に支援を行う必要がある医療
機関を選定する。

今後策定する新たな地域医療構想を踏まえ、
地理的条件等を考慮しながら、地域医療対策
協議会及び保険者協議会で合意を得ること。

支援対象医療機関



3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

医療審議会

医療計画等部会

地域医療構想調整会議

地域医療対策協議会

その他

※新たな地域医療構想の医師確保計画への反映は第９次医師確保計画からとなる予定

第１回
・策定ｽｹｼﾞｭｰﾙ
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ概要

第２回
・計画改定骨子案
・構想骨子案
・構想区域検討

第３回
・計画改定素案
・構想区域検討

第２回
・計画改定素案
・計画進捗状況

第３回審議会
第4回計画等部会
・計画改定案(答申)
・構想区域見直し案

・関係団体意見照会
・パブリックコメント

・計画改定案
県議会議決

第１回
・策定ｽｹｼﾞｭｰﾙ
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ概要

・策定ｽｹｼﾞｭｰﾙ
・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ概要
・R7分析報告
・構想区域検討

・構想骨子案
・構想区域検討

・計画改定案
・構想区域見直し案

医師確保計画策定にかかるスケジュール

構想区域見直し案を決定後、
各区域における必要病床数の
推計等を行い、令和９年度に
新たな地域医療構想を策定

第１回地対協
・計画概要

書面審議
・計画改定素案

第２回地対協
・計画改定案


